本様式は、あくまでも参考様式例です。内容は法人の判断により適宜修正してください。
指定介護予防支援及び第一号介護予防支援事業 契約書（案）

利用者（以下「甲」という。）及び事業者（以下「乙」という。）は、乙が甲に対して提供する指定介護予防支援及び第一号介護予防支援事業（以下「指定介護予防支援等」という。）について、この契約書に定める条項に合意し、契約を締結します。

（契約の趣旨と方針）
第１条　乙は、甲の介護予防の効果が最大限に発揮され、甲が住み慣れた地域及び居宅において自立した日常生活を営むことができるよう、甲の心身の状況や置かれている環境、甲の意向を尊重し、適切かつ効果的な介護予防サービス計画（以下「介護予防ケアプラン」という。）の作成及び支援を行います。

（契約期間）
第２条　この契約の期間は、令和　　年　　月　　日から、甲の要支援認定の有効期間満了日（甲が事業対象者の場合は、事業対象者の要件を喪失する日）までとします。

２　有効期間満了日の前日までに、甲から契約終了の申し出がない場合、かつ甲の要支援認定が更新された場合は、この契約は自動的に更新されるものとし、以後も同様とします。

（乙の業務内容）
第３条 　乙は、甲に対して以下の業務を提供します。
(１) 甲の居宅を訪問すること等によるアセスメント（課題分析）の実施
(２) 甲及びその家族（以下「甲等」という。）の希望並びに地域の多様な資源を考慮した介護予防ケアプラン（原案）の作成
(３)サービス担当者会議の開催
(４)介護予防ケアプランの内容について甲への説明及び同意の取得
(５)介護予防ケアプラン確定後の甲及びサービス担当者等への交付　　
(６)継続的なモニタリングの実施及び適切な記録、介護予防効果の評価
(７)給付管理業務（保険給付等に係る業務）

（業務の一部の委託）
第４条　乙は、指定介護予防支援等の業務の一部（アセスメント、プラン作成、モニタリング等の実務）を、厚生労働省令等で定める基準を満たす指定居宅介護支援事業所に委託する場合があります。

２　乙は、業務を委託するにあたっては、甲等に対して十分に説明し、あらかじめ文書による同意を得るとともに、委託契約を締結している指定居宅介護支援事業所との一覧を提示します。

（利用料金）
第５条　指定介護予防支援等の料金は、厚生労働大臣が定める基準による「介護予防支援費」等の単位数に、地域区分に応じた１単位あたりの単価を乗じた額とします。

２　前項の料金は、法定代理受領により市町村（保険者）から乙へ直接支払われるため、甲の介護保険料の滞納等がない限り、甲の自己負担金は発生しません。

（医療機関との連携）
第６条　甲は、病院又は診療所に入院する必要が生じた場合には、速やかに当該病院等に対して乙（地域包括支援センターの担当職員）の氏名及び連絡先を伝えるものとします。

２　乙は、甲の服薬状況、口腔機能、その他甲の心身・生活状況について必要と認める場合、甲の主治の医師、歯科医師、薬剤師等に情報提供を行います。ただし、甲がこれを希望しない場合は、あらかじめ乙に申し出るものとします。

（緊急時の対応及び事故発生時の対応）
第７条　乙は、サービスの提供中に甲の病状に急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに甲の主治医、救急医療機関、緊急連絡先等へ連絡する等、必要な措置を講じます。

２　乙は、サービスの提供中に事故が発生した場合は、速やかに必要な措置を講じ、京都市、関係機関、及び甲の家族等に速やかに連絡を行います。

（秘密保持及び個人情報の保護）
第８条　乙及び乙の職員（退職者含む）並びに第４条に基づく委託先事業者は、サービス提供にあたって知り得た甲等の秘密、個人情報（書面及び電磁的記録等含む）を、正当な理由なく第三者に漏らしません。

２　乙は、甲への適切な介護予防支援のために必要な範囲で、サービス担当者会議や介護予防サービス事業者との連携等に甲の個人情報を用いる場合、あらかじめ甲から文書による同意を得るものとします。

（相談・苦情対応）
第９条　甲等は、提供されたサービスについて、乙の相談窓口、または重要事項説明書に定める公的機関（区役所・支所、京都府国民健康保険団体連合会等）に対して、いつでも相談や苦情の申し立てを行うことができます。乙は、苦情等に対して迅速かつ誠実に対応します。

（利用者からの契約解除）
第１０条　甲は、本契約の有効期間中、いつでも乙に対して書面等で申し出ることにより、この契約を解除することができます。

（契約の終了）
第１１条　この契約は、以下のいずれかに該当した場合は、当然に終了するものとします。
(1) 甲の要支援認定が効力を失ったとき、又は事業対象者の要件を喪
失したとき(要介護認定を受けた場合を含む。この場合、適切な指定居宅介護支援事業者への円滑な引継ぎを行う。)
(２)甲が乙のサービス提供地域外に転居したとき
(３)甲が小規模多機能型居宅介護の利用を開始したとき
(４)甲が特定施設若しくは認知症高齢者グループホームに
入居したとき
(５)甲が死亡したとき
(６)乙が指定介護予防支援等の事業者としての指定を取り消され、又
は事業を廃止したとき

（信頼関係の維持及び適切な利用への協力）
第１２条　甲等及び乙は、本契約に基づき、相互の信頼のもとで安全かつ円滑にサービスが実施されるよう協力するものとします。

２　甲等は、乙の職員に対して、その安全な就業環境を損なうような以下の行為（カスタマーハラスメントに該当する行為）を行ってはならないものとします。
(１)大声を出す、乱暴な言葉遣い、暴言、人格を否定するような発言、威嚇・脅迫、侮辱等の威圧的な言動
(２)合理的な範囲やルールを超えた長時間の拘束、著しく困難または不可能な要望への対応強要、頻回な電話対応等の過度な要求
(３)職員の個人情報の執拗に問いただすこと、職員へのつきまとい、自宅への押し掛け、無断撮影・録音、SNSへの無断投稿等のプライバシーを侵害する行為
（４）身体的・精神的な損害を伴う暴力・ハラスメント、他利用者のサービス提供の妨げとなる行為等の業務妨害

３　甲等に前項に該当する行為があった場合、乙は、対応する職員の安全確保のため、一時的な対応の中止や、複数名での対応、対応場所の指定等の措置を取ることができるものとします。

（事業者からの契約解除）
第１３条　乙は、甲等が以下の各号のいずれかに該当し、乙が是正を求めたにもかかわらず改善が図られない場合、または改善の見込みがないと客観的に判断される場合、この契約を解除することができます。
（１）甲等が故意または重大な過失により、乙の職員の生命、身体、精神、財産を危険に晒し、または著しく尊厳を傷つける行為（前条第２項に規定する行為を含む）を行ったとき。
（２）甲等が、重大な背信行為を行い、本契約を継続し難い著しい不信関係が生じたとき。

（協議事項）
第１４条　甲と乙は、互いに信義誠実をもってこの契約を履行するものとします。

２　この契約に定めのない事項、またはこの契約条項の解釈について疑義が生じたときは、甲乙双方が誠意をもって協議の上、決定するものとします。

（裁判管轄）
第１５条　甲と乙は、この契約に関してやむを得ず訴訟となる場合は、甲の居住地を管轄する裁判所を第一審管轄裁判所とします


上記の契約締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙双方が署名捺印の上、各自その１通を保有するものとします。

令和　　年　　月　　日

甲（利用者）

　住所：

　氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　電話：

代理人又は立会人（親族等）

　住所：

　氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　続柄：

乙（事業者）

　法人名：

　事業所名：

　代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　住所：

　連絡先（電話）：
